
平　成　30　年　度　　一　般　会　計　性　質　別　歳　入　決　算　内　訳
単位：千円

1 1,870,782 14 64,428 ① 普通建設事業費支出金 29,523

(1) 755,682 (1) 3,309 ② 災害復旧事業費支出金

(2) 920,187 (2) 61,119 ③ そ の 他 185,067

(3) 50,329 15 679,779 17 8,584

(4) 144,584 (1) 110,794 (1) 6,461

(5) (2) 244,465 (2) 2,123

2 65,280 (3) 160,085 18 34,036

3 2,243 (4) 19 349,796

4 4,976 (5) 49,222 (1) 150,000

5 4,552 (6) 6,857 (2) 199,796

6 280,887 (7) 20 99,883

7 27,893 (8) 5,006 21 176,644

8 24,798 (9) 38,417 (1) 2,692

9 9,655 (10) 250 (2)

10 2,413,195 (11) 64,683 (3)

(1) 2,069,178 16 510,518 (4) 9,113

(2) 344,017 (1) 295,928 (5)

(3) ① 児童保護費等負担金 52,275 (6)

11 2,729 ②
障 害 者 自 立 支 援
給 付 費 等 負 担 金 122,232 (7) 164,839

12 82,065 ③ 児 童 手 当 等 交 付 金 35,651 22 642,319

13 128,510 ④ 普通建設事業費支出金 4,393

(1) 1,847 ⑤ 災害復旧事業支出金 339

(2) 32,871 ⑥ 委 託 金 1,260

(3) 58,845 ⑦
石 油 貯 蔵 施 設
立 地 対 策 等 交 付 金 2,298

(4) 34,947 ⑧ そ の 他 77,480

(2) 214,590 7,483,552

注　本表は、平成30年度地方財政状況調査（総務省）に準じて一般会計決算を区分したものです。

合　　計

高 校 授 業 料

保 育 所 使 用 料

公 営 住 宅 使 用 料

そ の 他

県 費 の み の も の

使 用 料

普 通 交 付 税 県 支 出 金 貸 付 金 元 利 収 入

特 別 交 付 税 国 庫 財 源 を 伴 う も の 受 託 事 業 収 入

震 災 復 興 特 別 交 付 税 収 益 事 業 収 入

交通安全対策特別交付金

地 方 債分 担 金 及 び 負 担 金

雑 入

地 方 特 例 交 付 金 地 方 創 生 関 係 交 付 金 預 金 利 子

地 方 交 付 税 そ の 他 公営企業貸付金元利収入

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 委 託 金 諸 収 入

自 動 車 取 得 税 交 付 金 社会資本整備総合交付金 延滞金加算金及び過料

株式等譲渡所得割交付金 災害復旧事業費支出金 そ の 他 繰 入 金

地 方 消 費 税 交 付 金 失業対策事業費支出金 繰 越 金

利 子 割 交 付 金
公 立 高 等 学 校 授 業 料
不 徴 収 交 付 金 繰 入 金

配 当 割 交 付 金 普通建設事業費支出金 財 政 調 整 基 金 繰 入 金

特 別 土 地 保 有 税
障 害 者 自 立 支 援
給 付 費 等 負 担 金 財 産 売 払 収 入

地 方 譲 与 税 児 童 手 当 等 交 付 金 寄 附 金

軽 自 動 車 税 国 庫 支 出 金 財 産 収 入

町 た ば こ 税 児 童 保 護 費 等 負 担 金 財 産 運 用 収 入

町 税 手 数 料

町 民 税 法定受託事務に係るもの

固 定 資 産 税 自 治 事 務 に 係 る も の

決　算　額区　　　　分 決　算　額 区　　　　分 決　算　額 区　　　　分



平　成　30　年　度　　一　般　会　計　性　質　別　歳　出　決　算　内　訳
単位：千円

1 1,059,208 4 1,245,992 9 943,901

(1) 48,043 (1) 539,586 (1) 898,612

(2) 31,874 (2) 19,513 (2) 45,207

(3) 19,244 (3) 655,807 (3) 82

(4) 694,032 (4) 31,086 10 226,384

(5) 164,960 5 1,155,673 11

(6) 95,497 (1) 42,527 (1)

(7) 807 (2) (2)

(8) 4,751 (3) 439,531 12

2 1,084,380 (4) 673,615 13 1,153,402

(1) 101,131 ① 水道事業会計繰出金 (1) 250,770

(2) 11,355 ② くらて病院運営費負担金 288,194 (2) 1,625

(3) 677 ③ 鞍手町社会福祉協議会補助金 42,918 (3) 316,980

(4) 119,055 ④ そ の 他 342,503 (4)

(5) 32,433 6 394,106 (5) 314,343

(6) 16,405 (1) 137,556 (6)

(7) 632,472 (2) 253,556 (7)

(8) 170,852 (3) 2,994 (8)

3 56,092 (4) (9) 1,000

(1) 5,795 (5) (10) 1,000

(2) 321 7 25,420 (11) 267,684

(3) 7,469 (1) 10,142 (12)

(4) 8,975 (2) 15,278

(5) 33,532 8

(1) 14

(2) 7,344,558

注　本表は、平成30年度地方財政状況調査（総務省）に準じて一般会計決算を区分したものです。

補 助 事 業 費 前 年 度 繰 上 充 用 金

単 独 事 業 費 合　　計

住 宅 単 独 事 業 費

そ の 他 失 業 対 策 事 業 費

庁 舎 災 害 復 旧 事 業 費 介 護 保 険 事 業

小 中 学 校 補 助 事 業 費 そ の 他

維 持 補 修 費 同級他団体施行事業負担金 高額療養費支払資金貸付基金

道 路 橋 梁 受 託 事 業 費 生 活 扶 助 等 繰 替 基 金

委 託 料 単 独 事 業 費
地 方 独 立 行 政 法 人 く ら て 病 院
貸 付 金 等 特 別 会 計

そ の 他 県 営 事 業 負 担 金 土 地 開 発 基 金

備 品 購 入 費 補 助 事 業 費
谷 山 池 パ イ プ ラ イ ン 水 利 施 設
維 持 管 理 運 営 費 特 別 会 計

賃 金 国民健康保険事業特別会計

旅 費
か ん が い 施 設 維 持 管 理
運 営 費 特 別 会 計

交 際 費 後期高齢者医療特別会計

需 用 費 住宅新築資金等特別会計

役 務 費 普 通 建 設 事 業 費
流 域 関 連 公 共 下 水 道
事 業 特 別 会 計

そ の 他 一部事務組合に対するもの 貸 付 金

物 件 費 そ の 他 繰 出 金

退 職 金 国 ・ 県 に 対 す る も の 水 道 事 業 出 資 金

災 害 補 償 費 同級他団体に対するもの そ の 他

職 員 給 そ の 他 積 立 金

共 済 組 合 等 負 担 金 補 助 費 等 投 資 及 び 出 資 金

委 員 等 報 酬 老 人 福 祉 費 長 期 債 利 子

町 長 等 特 別 職 の 給 与 児 童 福 祉 費 一 時 借 入 金 利 子

人 件 費 扶 助 費 公 債 費

議 員 報 酬 等 社 会 福 祉 費 長 期 債 元 金

決　算　額区　　　　分 決　算　額 区　　　　分 決　算　額 区　　　　分



平成30年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費の執行状況

　平成30年度一般会計決算における社会保障財源化分の地方消費税交付金120,163千円が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費の執行状況は、次のとおりです。

単位：千円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
社会保障財源化分の
地方消費税交付金

その他

社会福祉 一般管理費 9,480 672 8,808

社会福祉総務費 53,897 8,983 3,186 41,728

障害者福祉費 490,676 240,438 120,366 9,212 120,660

高齢者福祉費 26,577 1,449 4,655 1,452 19,021

重度障害者医療対策費 46,130 17,491 9,028 1,391 18,220

総合福祉センター施設費 49,151 8,100 4,220 2,612 34,219

児童福祉総務費 96,905 3,486 3,486 25,926 4,540 59,467

保育所費（公立） 111,568 1,882 1,600 28,013 5,680 74,393

保育所費（私立） 247,874 118,085 38,671 4,400 42,982 3,102 40,634

保育所費（広域等） 9,214 4,034 1,777 1,443 139 1,821

児童福祉施設費 38,669 12,738 11,883 996 13,052

児童手当費 231,634 160,055 35,651 2,548 33,380

子ども医療対策費 54,671 15,548 6,626 2,305 30,192

ひとり親家庭等医療対策費 16,768 6,534 2,891 521 6,822

障害児支援費 41,478 20,715 10,357 738 9,668

隣保館運営費 9,883 7,095 198 2,590

教育振興費 43,589 427 3,062 40,100

幼稚園費 20,405 6,655 1,223 889 11,638

社会教育総務費 1,200 85 1,115

小　　計 1,599,769 568,515 271,531 14,100 134,767 43,328 567,528

社会保険 社会福祉総務費 542,671 19,352 112,061 29,171 382,087

介護保険事業費 302,079 9,420 20,758 271,901

地域包括支援センター事業費 33,790 32,546 88 1,156

小　　計 878,540 19,352 112,061 41,966 50,017 655,144

保健衛生 保健衛生総務費 43,683 240 275 7,000 424 2,535 33,209

予防費 32,848 27 2,328 30,493

健康増進事業費 14,143 142 1,546 2,380 715 9,360

母子保健対策費 14,613 681 550 2,117 799 10,466

病院事業費 288,194 20,441 267,753

小　　計 393,481 1,063 2,398 7,000 4,921 26,818 351,281

2,871,790 588,930 385,990 21,100 181,654 120,163 1,573,953
注１　社会保障財源化分の地方消費税交付金は、各経費に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています。

注２　事務費や事務職員の人件費（サービス提供に直接従事しない職員）等は含んでいません。

合　　計

項　目 施　　策 決算額

財源内訳
特定財源 一般財源


